
予定価格 契約金額 落札率
再就職の
役員の数

（円） （円） （％） （人） 公益法人の区分
国所管、都道府
県所管の区分

応札・応募者
数

1
精神障害者等雇用
促進モデル事業
（近畿ブロック）

支出負担行為
担当官大阪労
働局総務部長
田中　仁志
大阪市中央区
大手前４－１
－６７

H26.8.1

ヤンマーシンビ
オシス㈱
大阪市北区鶴野
町１－９

企画競争を行
い委託先を選
定したことか
ら、会計法第２
９条の３第４項
に該当するた
め

5,000,000 5,000,000 100.0% ‐

2

平成２６年度中長
期的なキャリア形
成を支援するため
のキャリア・コンサ
ルティング等の実
施委託事業

支出負担行為
担当官大阪労
働局総務部長
田中　仁志
大阪市中央区
大手前４－１
－６７

H26.8.1

チャレンジャー・
グレイ・クリスマ
ス㈱
東京都中央区京
橋１－２－５

企画競争を行
い委託先を選
定したことか
ら、会計法第２
９条の３第４項
に該当するた
め

32,187,240 32,187,240 100.0% ‐

3

大阪労働局におけ
る職業訓練システ
ムパソコン端末の
更新に伴うシステ
ム対応等作業

支出負担行為
担当官大阪労
働局総務部長
田中　仁志
大阪市中央区
大手前４－１
－６７

H26.8.6

シャープビジネ
スソリューション
ズ㈱
パブリックシステ
ム事業統轄部
大阪市阿倍野区
長池町２２－２２

別紙２のとおり 6,823,386 6,696,000 98.1% ‐

4
労働基準法解釈総
覧　改訂１５版の購
入

支出負担行為
担当官大阪労
働局総務部長
田中　仁志
大阪市中央区
大手前４－１
－６７

H26.8.28
㈱労働調査会
東京都豊島区北
大塚２－４－５

別紙３のとおり 1,150,611 1,150,605 99.9% ‐

備　　考

公共調達の適正化に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成２４年６月１日行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及
び数量

契約締結日
契約の相手方の商
号又は名称及び住
所

随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文及び
理由（企画競争又
は公募）

契約担当官等の
氏名並びにその
所属する部局の
名称及び住所

公益法人の場合



別紙２

契約件名及び数量
大阪労働局における職業訓練システムパソコン端末の更新に伴うシ
テム対応等作業

随意契約によることとした
理由

本契約にかかる作業内容については、WindowsXP対応のシステムソ
フトウェアからWindows7対応へのシステム改修及びパソコンへのイ
ンストール並びに設定作業・動作確認である。システムの構築部分
については、上記業者が独自で開発したものであり、著作権につい
ても上記業者が所有している。
なお、本契約で更新する機器はパソコンのみであり、サーバーは従
来のものを引き続き使用するが、上記設定作業については、サー
バーとのネットワーク共有が不可欠であり、システム環境を維持させ
るためにも、著作権を所有している業者以外に作業させることは不適
当であり、契約の性質が競争を許さないことから、会計法第２９条の
３第４項に該当するものである。

競争性のある契約方式へ
の移行が困難な事由

上記理由のため競争性のある契約方式への移行は不可能

随意契約の見直し予定、
競争性のある契約方式へ

の移行予定年限
移行予定なし

備考



別紙３

契約件名及び数量 労働基準法解釈総覧　改訂１５版

随意契約によることとした
理由

書籍の購入については、出版元以外の業者は、再販売価格維持制
度により、販売価格の指定（定価販売）を受けていることから、契約
の性質若しくは目的が競争を許さない場合として、会計法第２９条の
３第４項及び予算決算及び会計令第１０２条の４第３号により随意契
約するものとする。
なお、再販売価格維持制度が適用されない出版元を契約先とするこ
とで、より経済的な調達が可能となることから、出版元を契約先とす
ることとする。

競争性のある契約方式へ
の移行が困難な事由

再販売価格維持制度により、契約の性質若しくは目的が競争を許さ
ないため。

随意契約の見直し予定、
競争性のある契約方式へ

の移行予定年限
移行予定なし

備考


